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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉格納容器スタビライザが設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを説明するものである。 

原子炉格納容器スタビライザは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，

設計基準対象施設としての耐震評価を示す。

2. 一般事項

2.1 構造計画 

原子炉格納容器スタビライザの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉遮蔽に溶接され，もう

一端は上部シアラグ及びスタ

ビライザにフランジで接続さ

れている。

原子炉遮蔽外周に 等間隔

に配置されている。 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R3 

原子炉格納容器スタビライザ 

原子炉遮蔽 
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2.2 評価方針 

原子炉格納容器スタビライザの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重，荷重の組合せ及び許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す原子炉格納容器スタビライザの部位を踏まえた「5.1 応力評価点」にて設定する箇

所において，「4.1 設計条件」で算出した荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，

「5.2 応力計算方法」にて示す方法にて確認する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ

ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 面積 mm2

Ａｐ 面積（トラス） mm2

ＣV 鉛直震度 － 

Ｄ ボルト呼び径 mm 

ｄ 直径 mm 

Ｆ 原子炉格納容器スタビライザ 1本に作用する水平地震荷重 

基準応力 

N 

MPa 

ｆb 許容曲げ応力 MPa 

ｆc 許容圧縮応力 MPa 

ｆp 許容支圧応力 MPa 

ｆs 許容せん断応力 MPa 

ｆt 許容引張応力 MPa 

長さ mm 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

ｎ フランジボルト本数 － 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 － 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 － 

Ｓｙｄ 最高使用温度における材料の設計降伏点 MPa 

Ｓｙｔ 試験温度における材料の設計降伏点 MPa 

ＴＤ 最高使用温度 ℃ 

ＴＬ 荷重試験により支持構造物が破損するおそれのある荷重 N 

ｔ 板厚 mm 

Ｗ 荷重 N 

ＷＤ 死荷重 N 

ＷＨ 水平方向地震荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3

σ 組合せ応力 MPa 

σｂ 曲げ応力 MPa 

σc 圧縮応力 MPa 

σt 引張応力 MPa 

ｃσｂ 圧縮側曲げ応力 MPa 

ｔσｂ 引張側曲げ応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 
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3. 計算条件 

3.1 形状及び主要寸法 

原子炉格納容器スタビライザの形状及び主要寸法を図 3－1に示す。 

 

図 3－1 原子炉格納容器スタビライザの形状及び主要寸法 
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3.2 材料

  使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SM41B SM400B＊

トラス STKS1B SCM430TK 類似＊

フランジボルト SNB24-1  

注記 ＊：新 JIS を示す。 

3.3 荷重の組合せ及び許容限界

地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状態を表 3－2に示す。許容

応力状態に対する許容限界について表 3－3 に，各材料の許容応力状態に対する許容限界を

表 3－4に示す。

表3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 機器名称 

耐震設計

上の重要 

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

本体 

原子炉圧

力容器付

属構造物 

原子炉格

納容器 

スタビ 

ライザ 

Ｓ －＊

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

[記号の説明] 

Ｐ ：各許容応力状態における外圧 

Ｄ ：死荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独

立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）で設備に作用している機械的荷重 

Ｓｄ* ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記 ＊：耐震Ｓクラス設備の直接支持構造物として，その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許

容限界を適用する。 
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表3－3 許容限界（その他の支持構造物） 

（設計基準対象施設） 

許容応力

状  態

許容限界＊1,＊2,＊3

（ボルト等以外） 

許容限界＊2,＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5･ft 1.5･fs 1.5･fc 1.5･fb 1.5･fp 3･ft
＊6

3･fs
＊7

3･fb
＊8

1.5･fp 
＊7,＊8

1.5･fb,

1.5･fs 

又は 

1.5･fc

1.5･ft 1.5･fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ

ⅣＡＳ 1.5･ft

＊

 1.5･fs

＊

 1.5･fc

＊

 1.5･fb
＊

 1.5･fp

＊

Ｓｄ又はＳＳ地震動のみに

よる応力振幅について評価

する。 

＊8

1.5･fp

＊ 1.5･ft

＊

 1.5･fs

＊ ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ

注記＊1：「鋼構造設計規準 SI 単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 
＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とす

る。 
＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものに

ついては，材料の品質，据付状態等のゆらぎ等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsと
して，またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5･fsとする。 
＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 
＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R3 
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表3－4 許容限界

(単位：MPa) 

材料 
許容応力 

状態 

基準応力 

Ｆ 

許容限界

引張り 曲げ せん断 圧縮 組合せ 

SM400B 
ⅢＡＳ 176 176 － 101 － 176 

ⅣＡＳ 211 211 － 122 － 211 

STKS1B 
ⅢＡＳ 384 384 384 221 303 384 

ⅣＡＳ 384 384 384 221 303 384 

SNB24-1 
ⅢＡＳ 713 534 － － － － 

ⅣＡＳ 713 534 － － － － 
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4. 荷重条件

4.1 設計条件

(1) 最高使用温度ＴＤ 171 ℃ 

(2) 死荷重ＷＤ 2.618×104 N 

(3) 地震荷重

原子炉格納容器スタビライザの設計震度について，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲

線の作成方針」にて設定した応答スペクトルの作成方針に基づき，作成した設計用床応答曲

線を用いる。原子炉格納容器スタビライザに加わる地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-3-2 

炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の

地震応答計算書」において計算された計算結果を用いる。原子炉格納容器スタビライザに加

わる鉛直方向設計震度を表 4－1 に，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる水平方

向地震荷重を表 4－2に示す。 

表 4－1 鉛直方向設計震度 

方向 Ｓｄ* Ｓｓ

鉛直方向Ｃｖ 

表 4－2 弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる水平方向地震荷重 

(単位：N)

地震荷重 Ｓｄ* Ｓｓ

水平方向地震荷重ＷＨ 

a. 原子炉格納容器スタビライザ 1本に作用する水平地震荷重

原子炉格納容器スタビライザと水平方向地震荷重の作用方向の関係を図 4－1に示す。

水平方向地震荷重が加わる場合の各位置における荷重の分配は次式で示される。

１ Ｈ

1
Ｗ ＝ ・Ｗ

4

1
1

ＨＷ1
Ｆ＝Ｆ＝ ・

4 2sinθ

ここで， 

θ１=

荷重の計算結果を表 4－3に示す。 
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図 4－1 水平荷重の分配 

表 4－3 原子炉格納容器スタビライザ 1本に作用する水平地震荷重 

(単位：N)

荷重 Ｓｄ* Ｓｓ

Ｆ 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

原子炉格納容器スタビライザの耐震評価は，「5.2 応力計算方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなるフランジ，トラス，フランジボルトについて実施する。 

応力評価点を表 5－1及び図 5－1 に示す。 

表 5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部

Ｐ２ トラス

Ｐ３ トラスと原子炉遮蔽との取付部

Ｐ４ フランジボルト

図 5－1 応力評価点
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5.2 応力計算方法 

(1) フランジとトラスの取付部（応力評価点Ｐ１）

a. 引張応力

ｔ

Ｆ
σ＝

Ａ

ここで， 

Ａ＝

b. せん断応力

Ａ

Ｆ
τ＝

ここで， 

Ａ＝

c. 組合せ応力

22＋3・τσσ＝ t

(2) トラス（応力評価点Ｐ２）

a. 引張及び圧縮応力

ｔ

ｐ

Ｆ
σ＝

Ａ
（引張側） 

ｃ

ｐ

Ｆ
σ＝

Ａ
（圧縮側） 

ここで， 

Ａｐ＝

b. 曲げ応力

ｖ Ｄ
ｂ

(1＋Ｃ )Ｗ・Ｍ
σ＝ ＝

Ｚ Ｚ

ここで， 

＝

Ｚ＝

c. せん断応力

ｓ ｖ Ｄ

ｐ ｐ

Ｆ (1＋Ｃ )Ｗ
τ＝ ＝

Ａ Ａ

ここで， 

Ａp＝

d. 組合せ応力

(a) 垂直応力とせん断応力の組合せ応力
2 2

ｔ ｂσ＝ (σ＋σ )＋3・τ （引張側）

2 2
ｃ ｂσ＝ (σ＋σ )＋3・τ （圧縮側） 
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(b) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力

ｃ ｂ

ｃ ｂ

ｂ ｃ

ｔ

－σ

σ σ
＋ ≦1

ｆ ｆ

σ
≦1

ｆ

(c) 引張力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力

ｔ ｂ

ｔ

ｂ ｔ

ｂ

σ

－σ

σ
≦1

ｆ

σ
≦1

ｆ

(3) トラスと原子炉遮蔽との取付部（応力評価点Ｐ３）

a. せん断応力

Ａ

Ｆ
τ＝

ここで，

Ａ＝

b. 引張応力

ｔ ｖ Ｄ
ｔ

Ｆ (1＋Ｃ )Ｗ
σ＝ ＝

Ａ Ａ

ここで， 

Ａ＝

c. 組合せ応力

22＋3･τσσ＝ t

(4) フランジボルト（応力評価点Ｐ４）

a. 引張応力

ｔ

Ｆ
σ＝

Ａ

ここで，

ｎ：フランジボルト本数＝8本

Ｄ：呼び径＝

Ａ：呼び径断面積＝π／4・Ｄ2・ｎ＝
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6. 評価結果 

原子炉格納容器スタビライザの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 3－2に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓの評価について記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 3－2に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*の評価について記載している。 
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表 6－1(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値

（MPa） （MPa） 

原子炉格納容器 

スタビライザ 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部 

引張応力強さ 125 211 ○  

せん断応力強さ 54 122 ○  

組合せ応力強さ 157 211 ○  

Ｐ２ トラス 

引張応力強さ 158 384 ○  

曲げ応力強さ 155 384 ○  

せん断応力強さ 4 221 ○  

圧縮応力強さ 158 303 ○  

組合せ応力強さ 313 384 ○  

Ｐ３ 
トラスと原子炉遮蔽との 

取付部 

引張応力強さ 2 384 ○  

せん断応力強さ 79 221 ○  

組合せ応力強さ 137 384 ○  

Ｐ４ フランジボルト 引張応力強さ 509 534 ○

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R3 
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表 6－1(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 荷重 評価式＊1 計算値 判定 備考 

原子炉格納容器 

スタビライザ 
Ｐ２ トラス 

圧縮力と 

曲げモーメント 

ｃ ｃ ｂ

ｃ b

σ σ
＋

ｆ ｆ
0.925 ≦1 ○  

t b c

t

－σ σ

ｆ
-0.008 ≦1 ○  

引張力と 

曲げモーメント 

t t b

t

＋σσ

ｆ
0.816 ≦1 ○  

c b t

b

－σ σ

ｆ
-0.008 ≦1 ○  

 注記 ＊1：設計・建設規格 SSB-3121.1(6)項より。 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R0 
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢAＳ 

判定 備考 発生値 許容値

（MPa） （MPa） 

原子炉格納容器 

スタビライザ 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部 

引張応力強さ 107 176 ○  

せん断応力強さ 46 101 ○  

組合せ応力強さ 134 176 ○  

Ｐ２ トラス 

引張応力強さ 135 384 ○  

曲げ応力強さ 143 384 ○  

せん断応力強さ 4 221 ○  

圧縮応力強さ 135 303 ○  

組合せ応力強さ 278 384 ○  

Ｐ３ 
トラスと原子炉遮蔽との 

取付部 

引張応力強さ 2 384 ○  

せん断応力強さ 67 221 ○  

組合せ応力強さ 116 384 ○  

Ｐ４ フランジボルト 引張応力強さ 435 534 ○

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R3 
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 荷重 評価式＊1 計算値 判定 備考 

原子炉格納容器 

スタビライザ 
Ｐ２ トラス 

圧縮力と 

曲げモーメント 

c c b

c ｂ

σ σ
＋

ｆ ｆ
0.818 ≦1 ○  

t b c

t

－σ σ

ｆ
0.021 ≦1 ○  

引張力と 

曲げモーメント 

t t b

t

＋σ σ

ｆ
0.724 ≦1 ○  

c b t

b

－σ σ

ｆ
0.021 ≦1 ○  

 注記 ＊1：設計・建設規格 SSB-3121.1(6)項より。 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-2 R0E 




